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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第63期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第62期

会計期間
自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

自平成22年４月１日
至平成22年６月30日

自平成21年４月１日
至平成22年３月31日

売上高（千円） 2,488,979 3,404,072 11,408,217

経常損失（△）（千円） △266,623 △433 △347,539

四半期（当期）純損失（△）

（千円）
△50,722 △2,855 △114,265

純資産額（千円） 17,876,598 17,535,741 17,612,038

総資産額（千円） 21,267,708 20,731,403 20,786,220

１株当たり純資産額（円） 1,285.99 1,261.49 1,266.97

１株当たり四半期（当期）純損失金額

（△）（円）
△3.64 △0.20 △8.21

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 84.1 84.6 84.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△138,023 351,923 866,684

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
634,818 △54,084 4,550

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△69,525 △104,305 △192,243

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（千円）
2,889,728 3,274,655 3,115,024

従業員数（人） 1,012 990 981

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 990 (158)

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ）からグループ外への出向者を除き、グ

ループ外から当社グループへの出向者を含む。）であります。

２．従業員数欄の（　）は、臨時雇用者（パートタイマー、エルダースタッフ及び嘱託）の当第１四半期連結会計

期間の平均人員であり、外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 585 (83)

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。

２．従業員数欄の（　）は、臨時雇用者（パートタイマー、エルダースタッフ及び嘱託）の当第１四半期会計期間

の平均人員であり、外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当第１四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

日本（千円） 2,591,524 －

インドネシア（千円） 338,937 －

米国（千円） 4,452 －

欧州（千円） － －

中国（千円） 180,319 －

報告セグメント計（千円） 3,115,233 －

その他（千円） － －

合計（千円） 3,115,233 －

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 (2) 受注状況

　 当第１四半期連結会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（千円）
前年同四半期比
（％）

日本（千円） 2,655,196 － 925,508 －

インドネシア（千円） 352,281 － 142,620 －

米国（千円） 222,966 － 103,648 －

欧州（千円） 267,765 － 179,395 －

中国（千円） － － － －

報告セグメント計（千円） 3,498,209 － 1,351,173 －

その他（千円） 3,987 － － －

合計（千円） 3,502,197 － 1,351,173 －

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3) 販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。　

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

日本（千円） 2,541,616 －

インドネシア（千円） 369,418 －

米国（千円） 198,041 －

欧州（千円） 291,007 －

中国（千円） － －

報告セグメント計（千円） 3,400,084 －

その他（千円） 3,987 －

合計（千円） 3,404,072 －

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．主要な販売先については、総販売実績に対する割合が10％以上に該当するものがないため記載を省略してお

ります。
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２【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、在庫調整の進展や海外経済の改善に牽引される形で輸出、生

産が増加するなど、一部で景気回復の兆しが見られました。しかしながら、厳しい雇用情勢や円高傾向が続くなど、先

行き不透明な状況が続いております。一方、世界経済は、中国・インドなどの新興国においては高い経済成長が見ら

れるものの、一部欧州諸国での財政悪化懸念や新興国における労働問題など、景気は依然として不安定な状況にあり

ます。

当社製品と関連の深い国内住宅関連産業におきましては、新設住宅着工戸数が依然として低水準で推移したこと

により低調な状況となりました。一方、自動車関連産業におきましては、地域差はあるものの、世界全体の総自動車生

産台数は前年比で拡大し、総じて生産は回復傾向にあります。

このような状況の下、当社グループは総力を挙げて受注確保のための営業活動に注力し、国内における売上は、金

属切断用丸鋸や非住宅関連刃物が堅調に推移いたしました。一方、海外での売上は、アジア及びヨーロッパを中心に

金属切断用丸鋸や木工用丸鋸が好調に推移いたしました。

この結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は34億４百万円（前年同期比36.8％増）となりました。

利益面につきましては、営業利益は１億２百万円（前年同期は３億８百万円の営業損失）となりましたが、営業

外費用で為替差損１億１千２百万円を計上し、経常損失は０百万円（前年同期は２億６千６百万円の経常損失）、四

半期純損失は２百万円（前年同期は５千万円の四半期純損失）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　日本

国内、海外売上ともに増加し、売上高は30億１千４百万円となりました。また、売上高の増加により、営業利益

は１百万円となりました。

②　インドネシア

合板用刃物や製紙用刃物が大幅に増加したことなどにより、売上高は４億２千６百万円、営業利益は３千８

百万円となりました。

③　米国

金属切断用丸鋸や製本紙工用刃物の需要増などにより、売上高は１億９千８千万円、営業利益は１千９百万

円となりました。

④　欧州

金属切断用丸鋸や木工用丸鋸の受注回復により、売上高は２億９千１百万円、営業利益は１千１百万円とな

りました。

⑤　中国

日本向けの売上が増加したことなどにより、売上高は１億７千３百万円、営業利益は１千８百万円となりま

した。

なお、セグメントの売上高は、セグメント間の内部売上高を含めて記載しております。
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(2) キャッシュ・フロー

当第１四半期連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計

年度末に比べ１億５千９百万円増加し、当第１四半期連結会計期間末には32億７千４百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は３億５千１百万円（前年同期は１億３千８百万円の資金減少）となりました。こ

れは主に、税金等調整前四半期純損失が１千９百万円となり、賞与引当金の減少で１億８千７百万円の減少要因が

あったものの、減価償却費で２億５千５百万円、仕入債務の増加で１億６千２百万円の増加要因があったことなど

によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は５千４百万円（前年同期は６億３千４百万円の資金増加）となりました。これは

主に、有形固定資産の取得による支出で５千万円、貸付けによる支出で５百万円の支出があったことなどによるも

のであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は１億４百万円（前年同期比50.0％増）となりました。これは、配当金の支払額が

１億４百万円あったことなどによるものであります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間における研究開発費の総額は７千３百万円でありました。なお、当第１四半期連結会計

期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,000,000

計 39,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月10日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 14,310,000 14,310,000

東京証券取引所

名古屋証券取引所

各市場第二部

単元株式数 

100株

計 14,310,000 14,310,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日
－ 14,310,000 － 2,142,500 － 2,167,890

（６）【大株主の状況】

株主名簿を確認した結果、当第１四半期会計期間において、大株主の異動はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（注）１
普通株式 409,200 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他）（注）２ 普通株式 13,892,200 138,922同上

単元未満株式 普通株式 8,600 － －

発行済株式総数  14,310,000 － －

総株主の議決権 － 138,922 －

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式200株（議決権の数２個）が含まれて

おります。

②【自己株式等】

　 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

兼房株式会社
愛知県丹羽郡大口町中

小口一丁目１番地
409,200 － 409,200 2.86

計 － 409,200 － 409,200 2.86

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月 ５月 ６月

最高（円） 528 531 540

最低（円） 480 455 471

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。　

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。

EDINET提出書類

兼房株式会社(E01437)

四半期報告書

 9/23



第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,774,655 3,615,024

受取手形及び売掛金 3,753,350 3,601,936

商品及び製品 1,204,423 1,213,911

仕掛品 712,006 734,865

原材料及び貯蔵品 1,354,572 1,328,739

その他 555,986 645,730

貸倒引当金 △42,654 △30,533

流動資産合計 11,312,341 11,109,675

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,935,036 2,969,279

機械装置及び運搬具（純額） 3,226,436 3,402,600

その他（純額） 1,938,740 1,934,268

有形固定資産合計 ※1
 8,100,214

※1
 8,306,149

無形固定資産

のれん 2,354 4,708

その他 151,400 154,514

無形固定資産合計 153,754 159,222

投資その他の資産 ※2
 1,165,093

※2
 1,211,172

固定資産合計 9,419,062 9,676,544

資産合計 20,731,403 20,786,220
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,549,092 1,387,361

未払法人税等 23,177 37,322

賞与引当金 83,745 271,261

その他 718,450 641,190

流動負債合計 2,374,466 2,337,136

固定負債

退職給付引当金 591,094 608,446

役員退職慰労引当金 － 221,002

その他 230,101 7,596

固定負債合計 821,196 837,045

負債合計 3,195,662 3,174,181

純資産の部

株主資本

資本金 2,142,500 2,142,500

資本剰余金 2,167,890 2,167,890

利益剰余金 13,382,859 13,489,971

自己株式 △208,409 △208,361

株主資本合計 17,484,839 17,592,000

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 105,332 151,894

為替換算調整勘定 △54,430 △131,856

評価・換算差額等合計 50,901 20,038

純資産合計 17,535,741 17,612,038

負債純資産合計 20,731,403 20,786,220
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 2,488,979 3,404,072

売上原価 1,875,940 2,334,163

売上総利益 613,039 1,069,909

販売費及び一般管理費 ※1
 922,033

※1
 967,119

営業利益又は営業損失（△） △308,993 102,789

営業外収益

受取利息 2,405 705

受取配当金 6,357 5,178

助成金収入 58,165 6,025

その他 3,809 6,324

営業外収益合計 70,738 18,233

営業外費用

支払利息 185 －

売上割引 6,128 9,042

為替差損 21,834 112,414

その他 219 －

営業外費用合計 28,368 121,456

経常損失（△） △266,623 △433

特別利益

貸倒引当金戻入額 349 －

固定資産売却益 208,682 1,833

保険解約返戻金 71,279 －

特別利益合計 280,311 1,833

特別損失

固定資産売却損 4,539 －

固定資産除却損 479 420

投資有価証券評価損 1,525 －

役員退職慰労金 83,081 20,397

特別損失合計 89,624 20,817

税金等調整前四半期純損失（△） △75,937 △19,418

法人税等 ※2
 △25,215

※2
 △16,562

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △2,855

四半期純損失（△） △50,722 △2,855
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △75,937 △19,418

減価償却費 288,513 255,643

のれん償却額 2,354 2,354

退職給付引当金の増減額（△は減少） △35,713 △17,380

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △325,347 △221,002

賞与引当金の増減額（△は減少） △204,911 △187,476

貸倒引当金の増減額（△は減少） △349 12,932

受取利息及び受取配当金 △8,762 △5,884

支払利息 185 －

為替差損益（△は益） 43,623 112,556

保険解約損益（△は益） △71,279 －

投資有価証券評価損益（△は益） 1,525 －

固定資産売却損益（△は益） △204,143 △1,833

売上債権の増減額（△は増加） 644,118 △154,806

たな卸資産の増減額（△は増加） △157,483 △2,097

仕入債務の増減額（△は減少） △330,121 162,289

未払又は未収消費税等の増減額 92,663 △73,317

長期未払金の増減額（△は減少） － 223,968

その他 237,385 294,375

小計 △103,680 380,903

利息及び配当金の受取額 11,169 6,736

法人税等の支払額 △45,512 △35,716

営業活動によるキャッシュ・フロー △138,023 351,923

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △500,000

定期預金の払戻による収入 500,000 500,000

有形固定資産の取得による支出 △325,820 △50,217

有形固定資産の売却による収入 315,456 1,833

無形固定資産の取得による支出 － △680

投資有価証券の取得による支出 △1,505 △1,678

貸付けによる支出 △1,500 △5,344

貸付金の回収による収入 1,744 2,001

保険積立金の解約による収入 146,444 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 634,818 △54,084

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △20 △48

配当金の支払額 △69,505 △104,256

財務活動によるキャッシュ・フロー △69,525 △104,305

現金及び現金同等物に係る換算差額 17,572 △33,902

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 444,841 159,630

現金及び現金同等物の期首残高 2,444,886 3,115,024

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 2,889,728

※1
 3,274,655
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

会計処理基準に関する事項の

変更

資産除去債務に関する会計基準の適用

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準

第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

これによる影響はありません。

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

　

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．たな卸資産の評価方法 当第１四半期連結会計期間末におけるたな卸高の算出に関しては、実地た

な卸を省略し、前連結会計年度に係る実地たな卸高を基礎として合理的な方

法により算定する方法によっております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。

３．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経

営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合

には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラン

ニングを利用する方法によっており、前連結会計年度末以降に経営環境等に

著しい変化があるか、または、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められ

た場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・

プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっ

ております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

税金費用の計算 税金費用については、主として税金等調整前四半期純損失に一時差異等に

該当しない重要な金額を加減した上で、法定実効税率を乗じて計算しており

ます。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（役員退職慰労引当金）

　当社の役員退職慰労引当金については、従来、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく要支給額を計上

しておりましたが、平成22年６月24日開催の定時株主総会において役員退職慰労金制度の廃止及び在任期間に対応す

る退職慰労金を打ち切り支給することを決議しております。

　これにより、当該総会までの期間に相当する役員退職慰労金額223,968千円を固定負債の「その他」に含めて計上し

ております。　

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産減価償却累計額 17,228,552千円 ※１　有形固定資産減価償却累計額 16,995,783千円

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 ※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 23,540千円 投資その他の資産 23,392千円

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

荷造運送費 45,708千円

従業員給与 286,663

従業員賞与 46,791

賞与引当金繰入額 30,144

退職給付費用 22,074

役員退職慰労引当金繰入額 11,432

開発研究費 77,030

減価償却費 33,918

　 　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

荷造運送費 64,332千円

従業員給与 301,545

従業員賞与 50,660

貸倒引当金繰入額 12,932

賞与引当金繰入額 32,792

退職給付費用 31,161

役員退職慰労引当金繰入額 3,267

開発研究費 73,897

減価償却費 27,465

※２　「法人税、住民税及び事業税」と「法人税等調整額」

を一括して「法人税等」として記載しております。

※２　「法人税、住民税及び事業税」と「法人税等調整額」

を一括して「法人税等」として記載しております。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在）

（千円）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年６月30日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 3,189,728

預入期間が３か月を超える定期預金 △300,000

現金及び現金同等物 2,889,728

 

現金及び預金勘定 3,774,655

預入期間が３か月を超える定期預金 △500,000

現金及び現金同等物 3,274,655
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式 14,310,000株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式 409,211株

３．配当に関する事項

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月24日

定時株主総会
普通株式 104,256 7.50平成22年３月31日平成22年６月25日利益剰余金 
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

工業用機械刃物事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計

額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。　

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
日本
（千円）

インドネシ
ア（千円）

米国
（千円）

オランダ
（千円）

中国
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高         

(1) 外部顧客に対する売

上高
1,895,954264,532129,164199,327 － 2,488,979 － 2,488,979

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
226,04427,692 － － 143,465397,203(397,203)－

計 2,121,998292,225129,164199,327143,4652,886,182(397,203)2,488,979

営業利益又は営業損失

（△）
△347,32517,168 2,387 2,036 10,540△315,192 6,198△308,993

（注）国または地域の区分は連結会社の所在国によっております。

　

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 アジア アメリカ ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 441,091130,731205,150 22,204 799,178

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 2,488,979

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
17.7 5.3 8.2 0.9 32.1

（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。

(1) アジア インドネシア、中国

(2) アメリカ 米国、チリ

(3) ヨーロッパ ドイツ、スウェーデン

(4) その他の地域ニュージーランド、オーストラリア

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、総合刃物メーカーとして、国内外で工業用機械刃物の生産、仕入及び販売をしております。海外に

おいてはインドネシア、米国、欧州、中国等の各地域は主として現地法人が担当し、国内及び他の海外地域は

当社が担当しております。現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり、取り扱う製品について各地域の包

括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社は、工業用機械刃物事業について、現地法人別の生産・販売体制を基礎とした地域別セグ

メントから構成されており、「日本」、「インドネシア」、「米国」、「欧州」及び「中国」の５つを報告セ

グメントとしております。各報告セグメントでは、工業用機械刃物及びその関連製品・機械等の生産・販売、

刃物の再研磨サービスを行っております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）

　 （単位：千円）

 
報告セグメント

日本 インドネシア 米国 欧州 中国 計

売上高   　  　  

外部顧客への売上高 2,541,616369,418198,041　 291,007 －　 3,400,084

セグメント間の内部売上

高又は振替高
472,440 57,473 －　 － 173,494　 703,407

計 3,014,056426,891198,041　 291,007173,494　 4,103,492

セグメント利益 1,626 38,016 19,273　 11,883 18,641　 89,442

　 　　

 
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

  

　 　

売上高   　  　  

外部顧客への売上高 3,987 3,404,072 －　 3,404,072 　 　

セグメント間の内部売上

高又は振替高
17,400 720,807△720,807　 － 　 　

計 21,3874,124,879△720,807　 3,404,072 　 　

セグメント利益 3,011 92,454 10,335　 102,789 　 　

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、当社の警備・環境整備、

損害保険代理業務などの周辺業務請負事業であります。

　　　２．セグメント利益の調整額10,335千円には、セグメント間取引消去9,353千円、のれんの償却額△2,354千

円、棚卸資産の調整額3,799千円、その他△463千円が含まれております。

　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

　

（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,261.49円 １株当たり純資産額 1,266.97円

２．１株当たり四半期純損失金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 3.64円 １株当たり四半期純損失金額 0.20円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

四半期純損失（千円） 50,722 2,855

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 50,722 2,855

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,900 13,900

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

   平成２１年８月３日

兼房株式会社    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松井　夏樹　　印

     

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 石倉　平五　　印

     

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている兼房株式会社の平成

21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月

30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、兼房株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

   平成２２年８月４日

兼房株式会社    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松井　夏樹　　印

     

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 神野　敦生　　印

     

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている兼房株式会社の平成

22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月

30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、兼房株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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